　　　　　　　　６グループからの提案　　　　　　　‘０８．５．２０（火）

１、全体会議の動議から受止めるべき事柄。

　　　４月９日（水）の全体会議の冒頭に出された、「今後の予定を議案から外して欲しい」という動議が２５対８という圧倒的な多数で可決されたが、その意味するところは自治基本条例が成立すれば、長期に亘って市民に影響を及ぼすことになるのであるから、ここは慎重に再点検してみようという意思が働いてのことだと受止めるべきではないか。

　　　さらに４月３０日（金）の会議で「基本計画が何を実現し、達成するものかの共通認識を持ちたい」とする動議に過半数の会員が賛同したのも、討議を進めるうちに分かってきたことも多く、一度「素案大綱案」以前に戻るのも無駄ではないとする意思表示と考えていいだろう。

２、「基本条例が何を実現し、達成するのか」の動議に鑑み、全体会で十分な

議論が尽くされていないと、６グループが考える事項の例示。
1 自治基本条例の本質は何か。

自治基本条例は市政運営の条例であり、政策条例ではないという認識の徹底が要る。政策条例は基本構想、基本計画で示されるものである。

例えて言うならば、運転マニュアルとドライブマップの違いであり、この観点から精査すると「素案大綱案」のうち、０８の「子ども」を含め４項目が削除されるべきものと考える。

2 対象とする範囲は法令で認められている、あるいは縛られている「与件」的なことである。

既に国が規定していることは記載の必要はないし、記載事態が越権で

ある。また与件として認めているもの、例えば「自治事務」については裁量権があるのでしっかり記載するべきで、この範囲について市は

独自に条例も作れるし最高規範も言える。

従って、「素案大綱案」の０４「市民自治の基本理念」を含む８項目は適切でなく、記載不要または根本的に修正が必要である。

3 自治基本条例の目的は何か。

二元代表制を前提に市民の市政への参加のあり方と、市政運営の基本ルールを定めることが自治基本条例の目的である。市民自治を確立し

その上での課題解決を最終目標とし、それを実現する為のルール作りが自治基本条例で、それ以上のことを記載するべきではない。

この点から「素案大綱案」の０１「自治基本条例の目的」を含む７項目は目的に合致せず不要、または全面書き換えをするべきだと考える。

３、今後の議論の進め方に関する提案。
　　　グループ討議を経てきた「素案大綱案」をひとまず脇に置き、原点に戻ってはどうかというのが、過半の会員の意向であるとするならば、議論の材料となる意見を広く会員から求めることが望ましい。陳述を希望する会員が全体会の席上で発表し、会員相互に質疑を行うと同時に、必要ならば、その内容についてのグループ討議をするなどの試みがされればさらに完成度の高い「素案大綱」が得られるに違いない。

